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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

中間連結会計期間
第63期

中間連結会計期間
第62期

会計期間
自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2024年４月１日
至2025年３月31日

売上高 （千円） 10,009,492 12,818,375 23,469,480

経常利益 （千円） 1,192,570 1,436,485 2,733,232

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 815,910 976,794 1,969,549

中間包括利益又は包括利益 （千円） 807,530 994,542 2,017,635

純資産額 （千円） 7,412,491 9,034,393 8,622,596

総資産額 （千円） 16,834,791 17,405,701 17,939,829

１株当たり中間（当期）純利益金

額
（円） 84.50 100.77 203.58

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.1 52.0 48.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 125,233 23,697 1,322,409

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △205,342 △76,221 △511,118

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △442,564 △574,106 △645,203

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 1,433,275 1,495,406 2,122,036

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除する

自己株式に株式給付信託が保有する当社株式を含めております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、堅調な企業業績や雇用・所得環境の改善、インバウンド需要の増

加を背景に緩やかな回復基調が見られたものの、米国における関税問題や物価上昇に伴う実質賃金の低下、金利・

為替の変動といった要因により、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループを取り巻く経営環境におきましては、国土交通省の2025年度当初予算が前年度と同水準にて決定さ

れ、「国民の安全・安心の確保」を始めとする基本方針の実現を図るべく「公共事業の適格な推進」が掲げられて

おり、建設業界の人手不足や生産性の向上に対し有効活用が期待されているプレキャスト工法（工場で製造したコ

ンクリート製品を現場にて施工する工法）の推進も活発になると予測されます。また、防衛省の2025年度当初予算

は前年度比9.7％増となっており、九州・沖縄方面をはじめ当社の事業エリアである関東・東北地区でも防衛省関

連事業がこれまで以上に期待される状況となっております。さらに、埼玉県八潮市での道路陥没事故でも注目され

た老朽化した下水道施設の整備なども、今後重要な社会課題になると推測されております。そのほか、当社の本店

所在地である熊本県内では、半導体関連産業の集積に伴う産業用地の整備や周辺道路の交通渋滞改善に向けた道路

整備などの公共事業投資も多く計画されております。

　このような状況のもと、当社グループは、建設業界の人手不足や働き方改革に対応できるプレキャスト工法の需

要増を見据えて営業体制及び製品供給体制の強化を推進するとともに、需要の増加が見込まれる防衛省関連事業に

対応する「防衛チーム」を組織化し、全事業エリアにチームメンバーを配置することで確度高い情報収集を行い、

技術本部や製造部門と連携し、高い設計力や高品質な製品など求められるニーズにも応えるべく、全社を挙げて注

力してまいります。また、雇用・所得環境の改善を目的とした賃金の上昇に加え、物価上昇圧力による原材料並び

に資材・経費の価格上昇や高止まりも継続することが予想されることから、これらに伴うコストアップへの対処と

して、利益率の改善や販売価格への転嫁にも取り組んでおります。

　この結果、財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

　当中間連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ５億３千４百万円減少の174

億５百万円となりました。これは主に、「現金及び預金」が７億４百万円、「受取手形、売掛金及び契約資産」

と「電子記録債権」が合わせて４億６千６百万円それぞれ減少したことによるものであります。

　負債につきましては、前連結会計年度末に比べ９億４千５百万円減少の83億７千１百万円となりました。これ

は主に、「支払手形及び買掛金」と「電子記録債務」が合わせて５億５千万円、「未払法人税等」が１億５千４

百万円それぞれ減少したことによるものであります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ４億１千１百万円増加の90億３千４百万円となりました。こ

れは主に、剰余金の配当が５億８千２百万円あった一方で、「親会社株主に帰属する中間純利益」が９億７千６

百万円となったことで、「利益剰余金」が３億９千４百万円増加したことによるものであります。

 

ｂ．経営成績

　当中間連結会計期間の経営成績につきましては、売上高は128億１千８百万円（前年同期比28.1％増）、営業

利益は14億１千万円（前年同期比17.2％増）、経常利益は14億３千６百万円（前年同期比20.5％増）、親会社株

主に帰属する中間純利益は９億７千６百万円（前年同期比19.7％増）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①土木用セメント製品事業

　当中間連結会計期間におきましては、大型コンクリート構造物のプレキャスト化の普及拡大を推進すべく、継

続的かつ意欲的な営業活動を展開するとともに、国や各地方自治体による防災・減災、国土強靭化に向けた施策

にも適宜対応しており、防衛省関連事業に対しては、専任の「防衛チーム」を中心に、より確度の高い情報収集

を図りながら、積極的な取り組みを進めております。また、南九州地区での営業拠点として宮崎県に「南九州営

業部」を新設し、営業エリアの拡大にも注力しております。さらに、自社製造品の売上割合増加による利益率の

改善を目指し、営業部門と製造部門との連携を一層強化しながら、製品供給体制の充実、製造工程の効率化及び

利益率の向上に継続して取り組んでおります。
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　この結果、売上高は74億２千４百万円（前年同期比4.2％増）、営業利益は15億２百万円（前年同期比11.3％

増）となりました。

　なお、当社グループの土木用セメント製品事業は、公共事業の発注と関連性があり、主として下半期に売上が

集中するため、通常、上半期の売上高は下半期の売上高と比べて低くなる傾向にあります。

 

②建築用セメント製品事業

　当中間連結会計期間におきましては、建設現場における人手不足の常態化や働き方改革による「４週８休」体

制の浸透が進む中、これらの課題に対応可能な建築用コンクリート製品の特長を活かした営業活動を進めており

ます。また、品質の更なる向上を図ることで「クレームゼロ」を達成する生産体制の確立を目指すとともに、安

定的な受注の確保による工場生産量の平準化を徹底し、労務費の上昇や資材価格の高騰などによるコストアップ

を吸収すべく、原価の低減にも継続して取り組んでおります。

　この結果、売上高は51億１千５百万円（前年同期比98.4％増）、営業利益は４億５千８百万円（前年同期比

31.0％増）となりました。

③その他の事業

　当中間連結会計期間の不動産関連事業におきましては、物価高や金利上昇、さらには半導体工場周辺における

地価高騰などにより、消費者の住宅購買意欲に懸念が生じる厳しい経営環境が続く中、同業他社との差別化を図

る商品の構築に努めるとともに、広告宣伝活動や紹介活動の強化、並びに安定的な自社分譲地の仕入れと販売促

進に注力しております。また、住宅価格や住宅ローン金利の上昇を背景に、新築住宅から既存住宅のリフォーム

や中古住宅の購入へと消費者ニーズがシフトする動きが見られる中、リフォーム市場への対応を強化し、積極的

に取り組んでおります。

　この結果、売上高は２億７千７百万円（前年同期比10.2％減）、営業損益は４千２百万円の損失（前年同期は

３千２百万円の損失）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間

純利益や売上債権の減少などの増加要因があった一方で、配当金の支払額や仕入債務の減少、法人税等の支払額、

棚卸資産の増加などの減少要因により、前連結会計年度末に比べ６億２千６百万円減少し、当中間連結会計期間末

には14億９千５百万円（前年同期末は14億３千３百万円）となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、２千３百万円（前年同期は１億２千５百万円の収入）となりました。これは主

に、税金等調整前中間純利益が14億３千６百万円となったことや、売上債権の減少が４億６千６百万円あった一方

で、仕入債務の減少が５億５千万円、法人税等の支払額が５億３千４百万円、棚卸資産の増加が４億４百万円あっ

たことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、７千６百万円（前年同期は２億５百万円の支出）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出が２億３千２百万円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、５億７千４百万円（前年同期は４億４千２百万円の支出）となりました。これ

は主に、配当金の支払額が５億８千２百万円あったことによるものであります。

(3）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。
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(5）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は３千２百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変化はみられ

ません。

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、製造費、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。投資

を目的とした資金需要は、設備投資によるものであります。

　当社グループは、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としており、短期運

転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入、設備投資や長期運転資金は金融機関からの長期借入を基本として

おります。

　なお、当中間連結会計期間における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は19億５千９百万円となって

おります。

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 46,000,000

計 46,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,580,000 11,580,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 11,580,000 11,580,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 11,580,000 － 1,752,040 － 142,286
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(5) 【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

茂森　潔 熊本県熊本市東区 762 7.58

株式会社麻生 福岡県飯塚市芳雄町7-18 687 6.84

茂森　拓 熊本県熊本市中央区 411 4.09

伊藤忠丸紅住商テクノスチール
株式会社

東京都千代田区大手町1-6-1 400 3.98

ＵＢＥ三菱セメント株式会社 東京都千代田区内幸町2-1-1 370 3.68

株式会社日本カストディ銀行
（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海1-8-12 354 3.52

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町1-1 240 2.38

江田　幸雄 栃木県宇都宮市 231 2.30

共和コンクリート工業株式会社 北海道札幌市北区北八条3-28 220 2.18

ヤマックス従業員持株会 熊本県熊本市中央区水前寺3-9-5 207 2.06

計 － 3,882 38.64

（注）１．上記のほか、自己株式が 1,532千株（13.23％）あります。

２．株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）の所有株式数は、当社が導入した株式給付信託が所有する当社株

式であります。

(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,532,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,036,100 100,361 －

単元未満株式 普通株式 11,300 － －

発行済株式総数  11,580,000 － －

総株主の議決権  － 100,361 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託が保有する当社株式 354,100株（議決権 3,541

個）が含まれておりますが、当該株式については、議決権を行使しないものとします。

 

②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

株式会社ヤマックス
熊本市中央区水前寺
３丁目９番５号

1,532,600 － 1,532,600 13.23

計 － 1,532,600 － 1,532,600 13.23

（注）株式給付信託が保有する当社株式 354,100株は、上記の自己株式には含まれておりません。
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、如水監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,265,036 1,560,406

受取手形、売掛金及び契約資産 5,092,970 4,745,488

電子記録債権 865,869 746,635

商品及び製品 2,125,405 2,548,818

未成工事支出金 23,105 65,474

原材料及び貯蔵品 644,736 583,085

その他 100,762 115,874

貸倒引当金 △892 △779

流動資産合計 11,116,994 10,365,003

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,107,451 1,083,721

土地 3,406,428 3,346,150

その他（純額） 1,200,184 1,525,954

有形固定資産合計 5,714,064 5,955,826

無形固定資産 120,314 146,984

投資その他の資産   

投資有価証券 378,924 402,231

その他 623,180 549,419

貸倒引当金 △13,650 △13,763

投資その他の資産合計 988,455 937,887

固定資産合計 6,822,835 7,040,698

資産合計 17,939,829 17,405,701

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,676,160 2,467,550

電子記録債務 1,750,985 1,408,626

短期借入金 1,280,056 1,309,988

未払法人税等 576,317 421,977

賞与引当金 385,490 408,701

役員賞与引当金 81,360 －

その他 1,273,114 1,050,184

流動負債合計 8,023,484 7,067,027

固定負債   

長期借入金 629,654 609,712

役員株式給付引当金 81,297 90,225

退職給付に係る負債 316,897 316,742

その他 265,898 287,599

固定負債合計 1,293,747 1,304,279

負債合計 9,317,232 8,371,307

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,752,040 1,752,040

資本剰余金 750,178 750,178

利益剰余金 6,310,481 6,704,530

自己株式 △336,856 △336,856

株主資本合計 8,475,843 8,869,893

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 142,206 159,513

退職給付に係る調整累計額 10,597 13,119

その他の包括利益累計額合計 152,803 172,633

非支配株主持分 △6,050 △8,132

純資産合計 8,622,596 9,034,393

負債純資産合計 17,939,829 17,405,701
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 10,009,492 12,818,375

売上原価 7,072,617 9,573,836

売上総利益 2,936,874 3,244,539

販売費及び一般管理費 ※１ 1,732,986 ※１ 1,833,775

営業利益 1,203,887 1,410,763

営業外収益   

受取利息 56 534

受取配当金 6,030 8,013

受取賃貸料 14,406 12,570

受取保険金 330 1,288

固定資産売却益 2,514 21,510

貸倒引当金戻入額 272 －

その他 3,089 2,438

営業外収益合計 26,701 46,355

営業外費用   

支払利息 8,915 10,503

手形売却損 1,590 1,706

電子記録債権売却損 371 －

固定資産除売却損 20,913 3,842

その他 6,227 4,580

営業外費用合計 38,018 20,633

経常利益 1,192,570 1,436,485

税金等調整前中間純利益 1,192,570 1,436,485

法人税、住民税及び事業税 341,851 387,279

法人税等調整額 37,169 74,493

法人税等合計 379,021 461,773

中間純利益 813,549 974,712

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △2,361 △2,081

親会社株主に帰属する中間純利益 815,910 976,794
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 813,549 974,712

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △11,486 17,307

退職給付に係る調整額 5,467 2,521

その他の包括利益合計 △6,019 19,829

中間包括利益 807,530 994,542

（内訳）   

非支配株主に係る中間包括利益 △2,361 △2,081

親会社株主に係る中間包括利益 809,891 996,623
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,192,570 1,436,485

減価償却費 174,549 189,536

有形固定資産除売却損益（△は益） 18,399 △17,668

貸倒引当金の増減額（△は減少） △272 1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,557 3,519

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 8,991 8,928

賞与引当金の増減額（△は減少） 43,275 23,211

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △61,875 △81,360

受取利息及び受取配当金 △6,087 △8,548

支払利息 8,915 10,503

売上債権の増減額（△は増加） 1,543,472 466,612

棚卸資産の増減額（△は増加） △384,555 △404,130

仕入債務の増減額（△は減少） △1,889,019 △550,969

その他 △118,254 △515,500

小計 533,667 560,621

利息及び配当金の受取額 5,614 8,093

利息の支払額 △9,995 △10,650

法人税等の支払額 △404,052 △534,367

営業活動によるキャッシュ・フロー 125,233 23,697

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 78,000 78,000

有形固定資産の取得による支出 △305,703 △232,579

有形固定資産の売却による収入 6,377 94,900

投資有価証券の取得による支出 △1,256 △1,159

貸付けによる支出 △3,500 －

貸付金の回収による収入 1,311 432

敷金及び保証金の差入による支出 △385 △86

その他 19,813 △15,728

投資活動によるキャッシュ・フロー △205,342 △76,221

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 10,000

長期借入れによる収入 200,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △235,760 △200,010

自己株式の取得による支出 △93 －

配当金の支払額 △401,896 △582,744

その他 △4,814 △1,351

財務活動によるキャッシュ・フロー △442,564 △574,106

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △522,673 △626,629

現金及び現金同等物の期首残高 1,955,949 2,122,036

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,433,275 ※ 1,495,406
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（原価差異の繰延処理）

　季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、

当該原価差異を流動負債（その他）として繰り延べております。

（中間連結貸借対照表関係）

１　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

受取手形割引高 413,789千円 278,553千円

受取手形裏書譲渡高 25,138 87,320

 

２　電子記録債権割引高

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

電子記録債権割引高 650,265千円 810,661千円

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

運賃 430,306千円 471,239千円

貸倒引当金繰入額 － 1

給与手当 499,979 504,691

賞与引当金繰入額 145,727 165,911

役員株式給付引当金繰入額 8,991 8,928

退職給付費用 20,694 23,990

 

　２　売上高の季節的変動

前中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）及び当中間連結会計期間（自2025年４月１

日　至2025年９月30日）

　当社グループでは、事業の性質上、主として下半期に売上が集中するため、通常、上半期の売上高は、

下半期の売上高と比べて低くなる傾向にあります。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

現金及び預金勘定 1,498,275千円 1,560,406千円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △65,000 △65,000

現金及び現金同等物 1,433,275 1,495,406
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月25日
定時株主総会

普通株式 401,896 40.0 2024年３月31日 2024年６月26日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金 16,564千円が含まれております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月24日
定時株主総会

普通株式 582,744 58.0 2025年３月31日 2025年６月25日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金 20,537千円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        

外部顧客への
売上高

7,122,010 2,578,023 9,700,034 309,457 10,009,492 － 10,009,492

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ 944 944 － 944 △944 －

計 7,122,010 2,578,967 9,700,978 309,457 10,010,436 △944 10,009,492

セグメント利益
又は損失（△）

1,349,528 349,669 1,699,197 △32,662 1,666,535 △462,647 1,203,887

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△462,647千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2025年４月１日 至2025年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

売上高        

外部顧客への
売上高

7,424,675 5,115,866 12,540,542 277,833 12,818,375 － 12,818,375

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ 1,019 1,019 － 1,019 △1,019 －

計 7,424,675 5,116,886 12,541,561 277,833 12,819,395 △1,019 12,818,375

セグメント利益
又は損失（△）

1,502,336 458,036 1,960,372 △42,581 1,917,791 △507,027 1,410,763

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△507,027千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

  （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

一時点で移転される財 7,122,010 227,876 7,349,887 309,457 7,659,345

一定の期間にわたり移転される財 － 2,350,146 2,350,146 － 2,350,146

顧客との契約から生じる収益 7,122,010 2,578,023 9,700,034 309,457 10,009,492

外部顧客への売上高 7,122,010 2,578,023 9,700,034 309,457 10,009,492

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

 

　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

  （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計土木用セメ
ント製品

建築用セメ
ント製品

計

一時点で移転される財 7,424,675 325,876 7,750,552 277,833 8,028,386

一定の期間にわたり移転される財 － 4,789,989 4,789,989 － 4,789,989

顧客との契約から生じる収益 7,424,675 5,115,866 12,540,542 277,833 12,818,375

外部顧客への売上高 7,424,675 5,115,866 12,540,542 277,833 12,818,375

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない不動産関連事業であります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 84円50銭 100円77銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（千円）
815,910 976,794

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中

間純利益金額（千円）
815,910 976,794

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,655 9,693

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除する自

己株式に株式給付信託が保有する当社株式を含めております。なお、前中間連結会計期間及び当中間

連結会計期間における当該株式の期中平均株式数は、391千株及び354千株であります。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  
 

2025年11月14日

株式会社ヤマックス

取締役会　御中
 

如水監査法人

福岡県福岡市
 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 飯村　光敏
 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 廣島　武文

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマッ

クスの2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ヤマックス及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

　・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

　・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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